
19．東北学院大学GPAに関する取扱い要項

　（趣　旨）
第１条　この要項は、東北学院大学（以下「本学」という。）が、東北学院大学試験施行細則第８条第２項に定める成
績評価方法（以下「100点満点による評価」という。）と併せて成績評価に使用するグレードポイント（以下「ＧＰ」
という。）及びその平均（以下「ＧＰＡ」という。）の取扱いに関し、必要な事項を定める。
　（定　義）
第２条　この要項において、「ＧＰ」とは、各授業科目の100点満点による評価に対応して設定された、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、
Ｄ及びＨの各グレードに付与される４から０までの評点をいい、「ＧＰＡ」とは履修登録し評価を受けた授業科目のＧ
Ｐから算出された１単位当たりの平均値をいう。
　（対象授業科目）
第３条　ＧＰＡ算出の対象授業科目は、本学卒業要件科目とする。ただし、100点満点による評価がなされない授業科
目はその対象としない。
　（グレード及びＧＰ）
第４条　各授業科目の100点満点による評価とグレードの関係及び各グレードに付与されるＧＰは次のとおりとする。
　⑴　Ｓ（90点～100点）　 ＧＰ＝４
　⑵　Ａ（80点～ 89点）　 ＧＰ＝３
　⑶　Ｂ（70点～ 79点）　 ＧＰ＝２
　⑷　Ｃ（60点～ 69点）　 ＧＰ＝１
　⑸　Ｄ（ 0点～ 59点）　 ＧＰ＝０
　⑹　Ｈ（試験放棄・履修放棄） ＧＰ＝０
　（ＧＰＡの種類と算出方法）
第５条　ＧＰＡの算出は、次に掲げるとおりとし、計算値は小数点第３位を四捨五入し小数点第２位までの数値を表記
する。
　⑴　学期ＧＰＡの計算式

　　　　　
（当該学期に評価を受けた科目のＧＰ×その科目の単位数）の合計

当該学期に評価を受けた科目の総単位数

　⑵　年間ＧＰＡの計算式

　　　　　
（当該年度に評価を受けた科目のＧＰ×その科目の単位数）の合計

当該年度に評価を受けた科目の総単位数

　⑶　累積ＧＰＡの計算式

　　　　　
（過去に評価を受けた科目のＧＰ×その科目の単位数）の合計

過去に評価を受けた科目の総単位数

　（履修辞退科目の取扱い）
第６条　履修登録科目の辞退申請をした科目は、履修を放棄した科目とはせず、ＧＰＡ算出の対象科目としない。
　２　履修登録科目の辞退申請期間は、別に定める。
　３　履修登録科目の辞退申請期間に辞退した科目の単位数はＧＰＡ算出には含めないが、履修登録上限単位数に含める。
　（ＧＰＡの通知及び表記）
第７条　ＧＰＡの学生への通知は、成績通知書、履修成績通知書及び履修登録科目確認通知書に当該学期ＧＰＡ、年間
ＧＰＡ及び累積ＧＰＡを表記することによって行う。
　２　学業成績証明書には、累積ＧＰＡを表記する。
　（学修指導）
第８条　各学部学科は、ＧＰＡに基づく学修指導の計画を策定し、学生への学修指導を行うものとする。

20．法学部の理念・目的、教育目標、人材養成の目標および到達目標

（１）理念・目的
法的知識と法的思考を生かし、人間の尊厳のために貢献できる人材を養成する。
なお、理念･教育目的を明確に表現するため、次の日本語および英語のモットーを掲げる。
「法的知識と法的思考を、人間の尊厳のために」
“Thinklegally，forhumandignity”

（２）教育目標
１．人生を主体的に生きる力、
２．法についての正しい知識と思考、
３．法を広い視野からとらえる教養、
４．人間の尊厳への深い理解、
５．隣人（他者・社会）に奉仕する精神、を身に付けさせる。

（３）人材養成の目標
１．法的専門知識を生かしつつも、まず何より人間の尊厳を考え、そうした人間性によって社会から信頼される人
材の養成

２．一市民として、地域生活・活動の場において、法的専門性を生かしながらリーダーシップを発揮できる人材の
養成

（４）到達目標
はじめに
　法律学科は、法学部内の唯一の学科であり、その教育目標や学位授与の基本方針は、既に示されている法学部の
ものと異ならない。ただ、これらの表現が抽象的であることは否めないから、ここではまず、①知識・理解、②技術・
技能、③意識・態度の三つの視点から、法学部法律学科で学ぶ学生諸君に期待される共通の到達目標を示す。
　次に、法律学科が履修モデルとして提示している緩やかなコース制に即した、各コース別の到達目標を提示する。
Ⅰ．学科の共通目標
１．知識・理解
　法学の専門的知識や考え方を身につけ、これらを用いて社会の様々な問題を分析できる。
２．技術・技能
　社会の様々な問題について、法学的観点から問題解決の企画を立てるとともに、これを自分の言葉で説明できる。
３．意識・態度
　他者を尊重し、自由で公正な社会の形成に寄与する姿勢を身につける。
Ⅱ．コース毎の到達目標
１．政策・行政コース
　行政機関に関わる法的・政治的問題、行政機関と市民・民間との関係を中心に、広い分野の法学・政治学の知
識を身につけ、公共の利益を実現する政策に関わる人材になることができる。
２．企業法務コース
　法的なものの考え方（リーガル・マインド）を身につけ、大学で培った法学的な分析力や判断力を、企業の活
動や市民としての暮らしに活かして（法的リスクの管理や法令順守等の観点から）社会に貢献する人材となるこ
とができる。
３．法律専門職コース
　六法を中心とした基本的な法律を学ぶことによって、法律専門職に必要な法学の専門知識や考え方を広く身に
つけ、専門家として活躍しうる人材となることができる。
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